
1 はじめに 

本稿では，複式で実物単位での状態記述をマイクロ
な主体の活動時点データ(Point of Event Data: POE 
Data)として，マイクロな活動時点での状態変化の把握
に用いるシステム認識と，POE データに基づく様々な
システム境界でのマネジメント（制御）について述べ
る．一般にシステムの状態を記述するためには，スト
ック・フロー型の状態記述が，システムの動的変化を
把握し制御する基本的なシステム記述として用いられ
ている．この従来からのシステムの状態把握と状態記
述では，対象となるシステムに対する状態の区別をベ
クトルの基底として与え，その基底に対する量的な状
態変化を実数あるいは整数で記録するというベクトル
型の代数的な記述が用いられてきた．そこでは基底ご
とにマイナスの数を含む加減乗除の計算を行い，基底
単位での量的な変化を記述している．これを基底毎に
一つの計算のエントリーがあるという意味でシングル
エントリー（単式）によるシステム記述と呼ぶ．物理
的なシステム記述は基本的に単式記述である．これに
対して，ここでは複式（ダブルエントリー）のシステ
ム記述に着目する．複式簿記という名で知られるスト
ック・フロー型のシステム記述は，従来，会計という
極めて限定された領域でのシステムの記述の方法であ
り，一般的に物理的なシステムで用いられた単式のシ
ステム記述との関係はほぼ問われてはこなかった．社
会経済の活動に関する状態把握とその変化の記述に用
いられる，複式簿記の状態記述は，１５世記イタリア
でルカ・パチョーリにより著述された数学書，「Summa 
de arithmetica, geometria, proportioni et proportionalita」に
記載されたことで，広く知られるようになり，その後
資本主義の根幹を支える状態記述として発展してきた．
この複式の状態記述は，「マイナスの数を用いないこ
と」，「同じ勘定科目（基底）に対して借方と貸方の
二つのエントリーで変化の記述がなされる（Double 
Entry）こと」，「負債というマイナスのストック概念

が用いられること」などの特色を持つ．この状態記述
はその数学的な構造について，残念ながら十分に検討
されてことなかった．また複式簿記による状態記述と
その利活用は，現代に至るまで，その応用範囲が，企
業の財務状態の記述と，国民経済の一部の記述に限定
されてきた． 

しかし近年この複式簿記の状態空間の代数的構造が
公理的に解明され，その状態記述の持つ意味と可能性
が明確になりつつある 1)2)．その結果，複式による状態
とその変化の記述が，単式のベクトル形式の状態記述
に，負のストック概念に関する記述を許し，かつ投入
と産出，あるいは振替や交換による状態の変化を，マ
イナスの数を用いないで記述できる，拡張された状態
空間であることが明らかとなった．この複式の状態空
間は後述するように，主体が関与する社会経済システ
ムの変化を活動時点で捉え，マイクロな状態記述を与
えるために極めて本質的な状態空間である． 

この主体の活動単位での複式状態記述を様々なシス
テム境界をスコープとしたマネジメントのための状態
記述とし，その計算方法としてデータフロー型の関数
計算を宣言型のプログラミングで行う情報処理の枠組
みを明らかにすることで，次の時代の社会の様々な領
域でのセキュアで時定数の短いデータ処理のインフラ
基盤を構想することが本稿の目的となる． 

２ 複式システム記述のスコープと会計公準 

企業簿記は，前世紀の初頭に，会計公準としてその
会計認識のためのシステム境界が企業であると定めら
れ，長い間それを踏まえた利活用が行われてきた．そ
こでは，会計公準と呼ばれる，システム認識の基本原
理が定められている 13)．会計公準としては様々な基準
が挙げられているが，ここでは最も基本的な S. Gilman
による三つの会計基準と，関連する会計測定対象の選
択に関する 3つの主義についてシステム的な視点から
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説明する． 
会計公準ではまず，１）永続的なエンティティとし

ての企業をシステム境界とする記述を行うことが求め
られる．その上で，２）様々な勘定科目（基底）で認
識する財やサービスや負債は金銭単位で評価すること
が求められる．さらに，３）一定期間ごとに期間内の
状態変化を集約し状態の更新を行うことという会計期
間を定めた記述が求められる．これに加えて，何を会
計測定し記述すべきかに対して三つの考え方がある．
一つが現金の動きにだけ着目して費用や損益を会計測
定・記述する方式でこれを現金主義という．現金主義
は現在の会計ではほぼ用いない．これに対して価値が
発生した時点で損益を会計測定・記述する方式を発生
主義と言う．また費用の支払いや代金の受け取りによ
り，費用や収益が実現した時点で会計測定・記述を行
う方式を実現主義と呼ぶ．現代の会計では，費用に関
しては，例えば減価償却を費用として記述するなどの
ために発生主義を用いる．収益に関しては，契約はな
されていても未実現の収益のリスクを避けるために実
現主義での会計測定と記述を行う．この３つの会計公
準と，発生主義による費用把握，実現主義による収益
把握により財務会計のシステム記述は行われている． 
他方で，会計伝票として認められる財務会計での会

計測定の外側には，驚くほど膨大な複式のデータ群が
存在する．その多くは，事実上複式の構造を持ちなが
らも複式のデータとして扱われているとは言い難い．
それらの複式データは，様々な活動イベント単位
(Point of Event)で生成され，ビジネスプロセスの中で
利活用がなされている場合もあれば，ほとんど利活用
されていない場合もある．さらにそのデータの多くは
複式でありかつ実物単位での計測と記述が行われてい
る．納品・請求書は，当該の品物を量的に表現する，
個数あるいはキログラムなど品物の固有の計測単位を
用いることで，どれだけの量を納品し，それに対しい
くら請求するかを記載している．見積書，発注書，発
注請書，納品・請求書などの諸帳票は，企業のバック
オフィスプロセスとして会計処理と連動して発行・承
認・送付がなされる(Fig. 1)． 
受注側企業      発注側企業 

見積書 ===========  

   ============ 発注書 契約申込 

発注請書 =========   契約成立：到達主義 

（製造プロセス） 

納品・請求書 =====     検品 

（売掛金計上）     （買掛金計上） 

（入金・消し込）    （出金・消し込） 

Fig. 1: 取引のバックオフィス処理と連動プロセス 

これらのデータは，バックオフィスの見積もりや発
注などのイベント時点で生成されるデータである．し
かしそこでは積極的に複式のデータとして処理が行わ
れているわけではない．この見積りイベント時点，発
注イベント時点，発注請イベント時点，納品請求イベ
ント時点でのデータ記録とバックオフィスプロセスは
ビジネスモデルや商習慣により様々なバリエーション

がある．また会社法・国際会計基準などによっても一
連の流れは異なる．ここで用いられているデータは後
ほど示すように実物単位の複式データに，付加的なメ
タデータが付随した構造となっている．これらのデー
タを適切なデータ構造でデータコンテナに格納し，そ
れをバックオフィス処理から，製造プロセスの複式記
述をはじめ様々な実物複式 POE データの共通の情報
処理単位とすることができれば，実物複式 POE データ
を用いる様々な領域に共通のデジタル利活用基盤が構
築できることになる． 
しばしばスマートコントラクトにより取引のバック

オフィスプロセスが合理化できるという誤解がある．
B2C の通販や自販機などのビジネスモデルでは，契約
と入金はほぼ同時にすることができるが，ものづくり
の受注生産のみならず多くの B2B の取引では，収益は
実現主義で測定され，実現のポイントは納品・請求書
のタイミングとなる．「スマートコントラクト導入に
より，料金算出や入金確認作業が不要になる等，商社
のバックオフィス担当者の最大約 8 割の業務 量削減
が可能と試算」 <https://www.boj.or.jp/announcements/re-
lease_2022/data/rel220114c1.pdf>(20220220Access) や
「「請求書廃止」「自動計算」「デジタル通貨」のす
べてを実現できた場合，商社のバックオフィス担当者 
の最大 8 割程度の業務量削減を目指すことが可能」
<https://www.boj.or.jp/announcements/re-
lease_2022/data/rel220114c7.pdf > (20220220Access)とい
う言説は，情報システムの問題ではなくビジネスプロ
トコルの変更を主張しているに過ぎない．課題とすべ
きは今後も続く様々なビジネスプロトコルやビジネス
モデルの変革の中で，共通の状態測定と情報処理のモ
デルと，それに基づく情報処理の基本単位を確立する
ことである． 
 我々は本稿で，複式によるシステムの状態記述（簿
記）を適用するシステム境界の大幅な拡張とそれに基
づいたシステムのマネジメント概念の拡大を試みる． 
 企業をシステム境界として，そこでの損益の変化に
着目し，金銭評価に基づくシステム認識を，発生主義
あるいは実現主義で測定し記述するという会計公準に
変わり，様々な領域でのシステムに対するマネジメン
トを可能とする実物複式状態空間の構築を可能とする，
新しい状態測定とシステム境界の認識原理を明らかに
する．その上でそこでの主要なマネジメント項目を示
したい．それらを設計するためには複式状態空間の利
活用のための仕様記述が必要になる．それを可能とす
るのが数理的に定式化された実物複式状態のモデリン
グと計算体系である．さらに実際にデータの蓄積と利
活用を行うためには，このデータ構造に適合し，絶え
ざる組み替えに耐えられる情報処理フレームワークの
設計と実装が求められる． 
その第一段階として，実物複式データによるシステ

ム記述とマネジメントを行うためのシステム認識基準
を次のように定める． 

１）活動時点複式データ把握の原則：主体の活動（イ
ベント）時点で，活動に伴う状態変化を実物単位での
複式の離散イベントとして把握する（Point of Event 
Data の取得）．そこでは「実現された状態変化の測定
と記述」のみならず，製造タスクでの計画としての原
料と製品の投入産出関係のように「計画」段階でのデ
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ータを POE データとして認識しその記述を行う．計画
と実際の差を調整することはマネジメントの基本であ
り，POE データの利活用では，計画と実際の比較は重
要なマネジメント項目となる． 
２）実物簿記の原則：複式の状態記述の測定系は，金
額に限らず対象の財やサービスに対応した実物単位の
計測を定め，それによる状態と状態変化を計測する． 
３）複式状態計測とそのマネジメントのスコープの原
則：活動時点データを把握し，マネジメントするため
の主体の活動システムの範囲を決め，それに応じてデ
ータを集約，それに基づいたマネジメントを設計・実
行する． 

この三つの新しいシステム認識の基準は，主体の活
動に伴う変化を活動時点でマイクロに捕捉し，それを
必要なマネジメントの対象範囲を境界として集約し，
利活用するための基本枠組みとなる．我々がここで
POE Data (Point of Event Data)とよぶデータの中には，
POS (Point of Sales) データや POP (Point of Production)
データや電子インボイスデータなど様々な POE デー
タが含まれる．このような POE データは従来からエッ
ジサイドでの取得と利活用が言われつつも，これを複
式のデータオブジェクトとして実物単位で記述し計算
し，情報処理を行い，社会的な基盤インフラの上でセ
キュアに利活用するための枠組みができていなかった
ことでその利活用が極めて限定された形でしか行われ
てこなかった領域である． 
実物複式 POE データを測定しそれを集約するシス

テム境界は，同時にそれをマネージメントするための
システム境界となる．従来は，永続的エンティティ（と
して想定される）企業と国家が，企業会計と国民経済
計算のシステム境界とされ，そこでの認識関心も損益
や付加価値の変化(GDP など)に限定されてきた．しか
し実物単位での POE データの測定では，財とサービス
の生産，エネルギー，CO2，廃棄物，人的資本サービ
ス，医療・介護サービス，物流など様々な領域のデー
タが含まれる．これらの多くでは従来複式のデータ構
造を持つことが認識されていなかった．しかし後述す
るように主体の活動で，交換を含む何らかの変換が生
じるポイントでの変化は，実物複式データとして捉え
ることが自然であり，従来単なるビックデータとして
別々に認識されていたものが，同じ複式のデータ構造
を持つことが示される． 
ここでは，マイクロプロジェクト型とトランザクシ

ョンチェイン型の二つの基本的なシステム境界の認識
方法とそこでのマネジメントの諸課題をまず示す．こ
れらの領域別の実例は，５節と６節で論じられる． 
 
（１）マイクロプロジェクト型のシステム境界 
ここでいうマイクロプロジェクトとは，タスクの半順
序の連結によるプロジェクトのことであるが，対象が
ロット単位の生産など小規模なものが多いため，マイ
クロプロジェクトと呼ぶことにする．マイクロプロジ
ェクトとして想定されるものには，ロット単位の製造
プロセス，疾病単位のクリニカルパス，様々なサービ
スプロセス，バックオフィスでの受発注プロセスなど
様々なタスクの連結によるプロジェクト形式の価値形
成活動が挙げられる．これらマイクロプロジェクトを
対象とした複式実物 POE データの把握と集約とそれ

に基づくマネジメントは企業組織よりも通常狭い境界
でのシステム把握とマネジメントとなる． 
 
（２）トランザクションチェイン型のシステム境界 
企業間の取引（トランザクション）のデータは，納

品・請求書（インボイス）の形で消費税導入以降広く
納税処理のために用いられている．また 2022 年 1 月
からの電子証票保存法の施行や 2023 年 10 月からの電
子インボイス制度導入と PEPPOL (Pan-European Pub-
lic Procurement Online) ネットワークの日本での運用開
始により，取引データの企業間での転送基盤は準備さ
れつつある 

<https://www.digital.go.jp/policies/posts/electronic_in-
voice>(20220220Access)．だが，PEPPOL は REST API
が用意され，JSON 形式で表現されるとはいえ，インボ
イスの転送以上の利活用は現時点では想定されていな
い．他方で米国や欧州では Internet of Business や Real 
Time Economy の 構 想 が 醸 成 さ れ つ つ あ る < 
https://www.balticsea-region-strategy.eu/news-room/high-
lights-blog/item/142-workshop-what-is-real-time-economy-
rte >(20220220Access)．だがそこでの技術的基盤は，電
子インボイスとその交換システムとしてのPEPPOL以
外に具体的な技術枠組みはない． 
 
３ 交換代数の数式処理 

複式実物簿記(Multi-Dimensional Bookkeeping System)
は，通常の簿記に比べて勘定科目に対応する単位系を
扱う必要がある．また借方と貸方のバランスも成り立
たない．しかし簿記の持つ数理構造を理解することで，
複式の状態記述では実物記述の方が根源的な状態記述
であり，価格評価に振り返る中でバランス項目として
収益を計算することで結果的にバランスするように設
計されていることが理解できる．この簿記の数理的構
造は，既に交換代数の公理系により示されている 1)2)． 
本稿では，複式の状態記述のための数理枠組みとして，
交換代数という計算体系を用いる．この交換代数自体
は，公理的により規定されるが，本稿では構成的な計
算体系としてこれを用いる．交換代数の式は，勘定科
目とその評価単位となる順序対を，＜現金，円＞のよ
うに記してこれを基底とし，係数に正値のみを取る基
底からの自由生成で表現される代数式である．この代
数式の元に ＋は，基底間の形式和として表現できる．
さらに簿記固有の，ハット（＾），バー（〜），射影
（Projection)，ノルム（絶対値）という演算を導入した
ものが交換代数の計算体系である．交換代数の式はマ
イナスの数値の替わりに^(ハット）という記号をつけ
た基底を用いる．ハットは演算子と同時に基底に対す
る表現としても用いており，基底 eに対して＾＾e=eと
規約しておく．簿記の借方貸方で表される状態の表示
は，勘定科目とその数量の形式和で示される． 

例１  借方      貸方 
 りんご 2Kg        現金 500 円：実物簿記 
 
これを交換代数式で表現すると次のようになる．x=2<
りんご, Kg> + 500^<現金, 円>：代数的実物簿記 
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例２ 
x1=30<現金,円>+20<リンゴ,円>+50<負債,円> 
x2=30<ヒラメ,円>+40＜ぶり,円>+70<現金,円>   
 
これは，<勘定科目名,円>を基底とした交換代数と見な
され，自然な演算が定義される．x1+x2=30<現金,円
>+20<リンゴ,円>+50<負債,円>+30<ヒラメ,円>+40＜ぶ
り ,円>+70<現金 ,円>=100<現金 ,円>+20<リンゴ ,円
>+50<負債,円>+30<ヒラメ,円>+40＜ぶり,円> 

ここで，マイナスの係数も許せば普通のベクトル空間
となる．これに対して，マイナスの数の代わりに係数
はプラスの数に限定し，基底に （̂ハット）という記号
を導入した代数系を考える．̂はオペレータの意味でも
用いる（単項オペレータ）． 

【^操作の意味】 

y1=^x1=30^<現金,円>+20^<リンゴ,円>+50^<負債,円> 

y2=^x2=30^<ヒラメ,円>+40^＜ぶり,円>+70^<現金,円> 
 
^は意味的には，ある項目に対して，相殺すべき反対項
目を表す基底となる．現金が減る事を意味するのが，
^<現金,円>という基底となる．これを用いるとマイナ
スの数の代わりの表現が与えられる． 

•z1=50<現金,円>，•z2=60<現金,円>+10^<現金,円>，•

z3=80<現金,円>+30^<現金,円>という三つの 
 
という z1,z2,z3 の三つの表記は「ある意味」同じ状態
を相殺されない冗長性を保ち表現していると考えるこ
とができる．この冗長性を除去し，相殺するために導
入されるのが，˜（バー）作用素である． 

【˜作用素】 
相殺という操作を表す作用素（オペレータ）として，
˜ (バー）という作用素を導入する． 

z1=˜z1=˜z2=˜z3=50<現金,円> となる． 

y1+x1=^x1+x1=(30^<現金,円>+20^<リンゴ,円>+50^<負

債,円>)+(30<現金,円>+20<リンゴ,円>+50<負債,円>) 

˜ (y1+x1)=0  となる． 

このようなハット(^)とバー(˜）という２つの作用を持
つように拡張されたベクトル的な計算体系を冗長代数
と呼ぶ．その公理的定式化は付録で述べる．だが実際
の計算はここで示した例が分かれば問題なく行える． 

４ 自然科学の状態空間の複式化 

 ここでは複式の状態変化の記述が，物理的な投入産
出関係に対しても適用できることを示す．化学反応式
は，例えば一酸化炭素 CO と酸素 O2 を反応させて二

酸化炭素 CO2 を発生させるとき，2CO+O2→2CO2 と
記す．これは，工場での原料を投入し，製品や仕掛品
を製造する生産プロセスと同様の投入産出関係を表し
ているとみなせる．これを複式簿記で表現すると，こ
の化学反応式で表されるイベントは，Table 1 のように
複式簿記の形式で記述される． 
 
  Table 1: CO2 生成の化学反応の複式表現 
借方         貸方 
CO2  ２mol    CO 2mol 
                    O2  1mol 
 
こ れ は 交 換 代 数 で は ， 2<CO2, mol>+2^<CO, 

mol>+1^<O2, mol> と記述できる．さらに単位系を重量
に変えると炭素の原子量が 12 で酸素が 16 とすると，
重量比で 88g の CO2 を生成するのに，56g の CO と
32g の O2 を投入することになるので，この関係は，交
換代数で，88<CO2, g>+56^<CO, g>+32^<O2, g>と表現
されることになる．初期に，CO が 100g，02 が 32g あ
ったとすると，反応後にはこれは，CO が 44g，O2 は
0g，CO2 が 88g になるわけだが，これが複式の記述だ
と，化学反応前の状態が，x=100<CO, g>+32<O2, g>に
対して，科学反応イベントが y=88<CO2, g>+56^<CO, 
g>+32^<O2, g>となり，z=x+y=88<CO2, g>+56^<CO, 
g>+32^<O2, g>+100<CO, g>+32<O2, g>となる．この残
高を取ると，˜z=88<CO2, g>+44<CO, g>+0<O2, g>とな
る．これを単式のマイナスの数を許すベクトル形式で
表現すると，x=100<CO, g>+32<O2, g>，y=88<CO2, g>-
56<CO, g>-32<O2, g> と な り ， z=x+y==88<CO2, 
g>+44<CO, g>+0<O2, g>となる． 
 
通常の化学反応式では単式記述を用いる．複式記述

による記述では，残高を取らない状態を認め，それと
残高を取った状態を区別する．化学反応などの物理的
な変化ではこの区別は通常意味がない．しかし，工場
での生産では，原料と同時に，加工での機械装置を用
いた物的資本サービスと専門能力を用いた労働として
の人的資本サービスが投入される．そこでは残高を取
る前の，冗長度のある複式の状態がマネジメント上の
意味を持つのである． 

５ マイクロプロジェクトでの POE データとマ
ネジメント 

本節ではロット単位の製造の事例を取り上げマイク
ロプロジェクト領域での POE データとその利活用に
よるマネジメントについて論じる．従来から工場では
製造プロセスを，複数のタスクの連結したプロジェク
トとして認識し，その生産管理や受発注管理のマネジ
メントが行われてきた．しかしそこでは，マイクロプ
ロジェクトとして，計画と実際の落差を埋めるマネジ
メント，原価計算，人的資本計測，廃棄物管理，タス
クの実行管理，プロジェクトの実行管理，人的資本や
物的資本の資源割り当てのスケジューリングなどの多
様なマネジメントについて，共通のシステム認識のも
とで行ってきたわけではない．またマイクロプロジェ
クトとして認識可能な領域は広範囲に及ぶ．建築の内
装工事は，１室の内装工事が１００工程以上のタスク
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（墨出し，配管，電気工事，床工事などなど）からな
るマイクロプロジェクトと見なされ，集合住宅でいえ
ば２００室以上の工事をするということは，部屋のタ
イプ別のマイクロプロジェクトの集合をマネージする
ことになる．そこではマイクロプロジェクト集合に対
する人的資源の割り付けのスケジューリングがマネジ
メント上の大きな課題となる 5)． 
ソフトウェア開発などで，個々のタスクの時間を想

定した上で，それぞれのタスクの前後の連結関係を半
順序関係で結んだ PERT(Program Evaluation and Review 
Technique)図は，しばしばプロジェクト型のビジネス
プロセスの時間管理のツールとして用いられる．そこ
では，クリティカルパス分析などの手法が用いられる．
PERT 図ではタスクの実行時間は記載されるが，マイ
クロプロジェクトとして各タスクでの投入産出関係を
記述してはいない．マイクロプロジェクトの記述から
は逆に PERT 図による分析も可能であり，さらに個々
のタスクに，量的に制約のある人的資本サービス，物
的資本サービスを割り当てるスケジューリング計画も
可能となる． 
アウトプットとして，交換可能な何らかの製品を製

造する Value in Exchange（交換価値）領域でのマイク
ロプロジェクトだけでなく，医療のクリニカルパスな
ど Value in Useとして作られた場所で消費される，様々
なサービスのプロセスもまたマイクロプロジェクトと
して認識され複式実物の POE データとして記述し得
る． 

【生産活動の伴う投入産出関係の状態変化の記述】 
ここでは生産活動をロット単位の生産をスコープとし
た状態変化の記述として捉える．ロットをスコープと
した場合，ロット内部の最小活動単位として，ロット
の生産工程を構成するタスク単位での状態変化の記述
に着目する．これを明らかにするために，4 つのタス
クからなる単品生産で１ロット１製品（筐体）の製造
工程を考える(Fig. 1)． 

 

Fig. 1: 4 つのタスクからなる筐体製造のマイクロプロ

ジェクト 

個々のタスク A〜D での加工（投入産出）に伴う状態
変化は実物単位の交換代数で以下のように記述される． 

(タスク A) 鉄板切削加工による仕掛品製造での状態

変化 

x[鉄板切削加工仕掛品製造]=1<鉄板切削加工仕掛品，

個> + 5<鉄くず，Kg> + 20^<鉄材，Kg> + 2^<切削加工

_物的資本サービス，時間>＋0.4^<切削加工_人的資本

サービス，時間> 
この取引は，鉄板材 20Kg を原料として，切削加工の
物的資本サービスを２時間投入し，そこにオペレータ
が０．４時間人的資本サービスとして投入されるとす
ると，鉄板切削加工仕掛品１個と副産物として鉄くず
５Kg が生成されることを示している．これを表形式の
実物簿記で書くと次のようになる． 
 

         借方       ｜    貸方 

鉄板切削加工仕掛品 １個｜鉄材 20Kg 

鉄くず  5Kg        ｜切削加工人的資本サービス 0.4 時間 

 ｜切削加工物的資本サービス 2 時間 

(タスク B) 銅板切削加工による仕掛品製造での状態

変化 

x[銅板切削加工仕掛品製造]=1<銅板切削加工仕掛品，

個> + 2<銅くず，Kg> + 8^<銅材，Kg> + 1^<切削加工サ

ービス，時間> + 0.2^<切削加工_人的資本サービス，時

間> 
これを表形式の実物簿記で書くと次のようになる． 
 

         借方       ｜    貸方 

銅板切削加工仕掛品 １個｜銅材 8Kg 

銅くず  ２Kg        ｜切削加工人的資本サービス 0.2 時間 

 ｜切削加工物的資本サービス １時間 

ここの取引はは銅板材 8Kg を原料として，切削加工の
物的資本サービスを 1 時間投入し，オペレータが０．
２時間人的資本サービスとして投入されるとすると，
銅板切削加工仕掛品１個と副産物として銅くず2Kgが
生成されるという取引を示している． 

(タスク C）プレス成形による仕掛品生産での状態変化 

x[プレス成形仕掛品製造]= 1<プレス成形仕掛品，個> + 

1＾<鉄板切削加工仕掛品，個> + 1＾<銅板切削加工仕

掛品，個> + 1＾<プレス加工_物的資本サービス，時間

> + 1＾<プレス加工_人的資本サービス，時間> 

これを表形式の実物簿記で書くと次のようになる． 
 

         借方      ｜    貸方 

プレス成形仕掛品 １個 ｜鉄板切削加工仕掛品 １個 

｜銅板切削加工仕掛品 １個 

｜プレス加工人的資本サービス １時間 

｜プレス加工物的資本サービス １時間 

銅板切削
加工
タスク

鉄板切削
加工
タスク

プレス
タスク

塗装
タスク

塗装工

銅板 鉄板

塗装工

切削加
工装置

切削加
工装置

プレス
装置
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これは，鉄板切削加工仕掛品１個と銅板切削加工仕掛
品１個を用いて，プレス加工を１時間行うとプレス成
形仕掛品が１個製造されることを示している． 

（タスク D）塗装済み製品生産での状態変化 

x[塗装済み製品製造]=1<塗装済完成品，個>  

+ 1^<プレス成形仕掛品，個> + 2^<塗料，Kg>  

+ 1^<塗装_人的資本サービス，時間> + 1^<塗装_物的資

本サービス，時間>  

これを表形式の実物簿記で書くと次のようになる． 
         借方      ｜    貸方 

塗装済完成品 １個    ｜プレス成形仕掛品 １個 

｜塗料  2Kg  

｜塗装_人的資本サービス １時間 

｜塗装_物的資本サービス １時間 

これは，プレス成形仕掛品１個に塗料２Kg を原料と
して，塗装作業を１時間行うと，塗装済完成品が１個
製造されることを意味する取引を交換代数で示したも
の．この四つのタスク間は上記のような，タスク A と
タスク B が終了すると，タスク C が実行可能で，それ
が終了してタスクDが実行可能となる半順序関係があ
り，これによりロット全体は 4 つのタスクからなるプ
ロジェクトとみなされる． 

ここではタスクA〜タスクDの４つのタスクのそれ
ぞれの製造工程では，原料或は仕掛品を中心とした生
産加工イベントが，それぞれ実物簿記によるトランザ
クションとして記述されている．この記述は，１）原
料（鉄板或いは銅板）や仕掛品の投入，２）設備を用
いて原料や仕掛品を加工するためのサービス（物的資
本サービスと人的資本サービス）の投入，という二種
類の投入項目と，産出項目としての３）製品（仕掛品）
の生成と４）副産物の産出という項目からなる状態変
化が交換代数により記述される．これらから，この筐
体製造のロット（プロジェクト）単位の投入産出関係
が，次のように計算される． 

z=˜{x[鉄板切削加工仕掛品製造]+ x[銅板切削加工仕掛

品製造]＋x[プレス成形仕掛品製造]＋x[塗装済み製品

製造]}= 1<塗装済完成品，個>+5<鉄くず，Kg> +2<銅く

ず，Kg> + 20^<鉄材，Kg> +8^<銅材，Kg>+ 2^<塗料，

Kg> + 3^<切削加工_物的資本サービス，時間>＋0.6^<

切削加工_人的資本サービス，時間>+ 1＾<プレス加工

_物的資本サービス，時間> +1＾<プレス加工_人的資本

サービス，時間>+ 1^<塗装_物的資本サービスサービス，

時間> +  1^<塗装_人的資本サービス，時間> 

ここから，鉄材 300 円／Kg，銅材 1000 円／Kg，塗料
500 円／Kg，切削加工の人的資本サービス単価を時間
2000 円，切削加工の物的資本サービスの時間単価を

6000 円，副産物の銅屑の販売価格 400 円／Kg，これ
らから，4 つのタスクの各々で，物的資本サービスと
人的資本サービスの投入を加え，さらに鉄屑，銅屑の
産出をカウントした形でタスク毎の投入産出を明らか
にし，それを合成させて塗装完成品の原価は図２のよ
うに，41500 円と算出される．これは全体工程の BOM
（部品展開表）から得られる，塗装完成品価格＝銅材
８０００円＋鉄材６０００円＋塗料１０００円＝１５
０００円＋間接費という計算とは大きく乖離している． 

 

Fig. 2: 筐体製造のマイクロプロジェクト全体の価格

表示の簿記表示 

これはそもそも間接費という概念が，POE 概念と乖
離しているためである．タスクの投入産出の計画時点
POE データの中で扱われている，人的資本サービスも，
物的資本サービスも，くずの処理も間接費として処理
されることになる．これをロット個単位でなく月単位
での原料の購入と製品の販売で利益計算をするのが通
常の工場の原価管理である．これはマイクロプロジェ
クトのマネジメントとは異なり，企業の損益計算の一
環としてなされるからであり，それゆえマイクロマネ
ジメントとはその目的と射程が異なる． 

この事例では，ロット単位の原価がタスク単位の実
物簿記の計画段階 POE データから計算できることを
示した．現在の標準原価計算では，ロット単位での原
価について，それを構成するタスクから積み上げる形
での原価計算は行われない．しかし，例えば小ロット
リピート生産を行う柔軟な小規模生産の現場であれば
あるほど，企業としての月単位での工場の原料や納品
の伝票から月単位での原価と利益を算出するが，そこ
からはロット単位での損益は求められず，どのロット
が儲かっているのかいないのかわからないという深刻
な課題が生じる．営業はボリュームの大きなロットを
受注してくるがそれが利益を出すとは限らないのであ
る． 

ここで述べたロット単位の投入産出の代数的実物簿
記による記述は計画値であり，実際の工程では段取り
替え時間や様々な条件から生じる計画値との落差を実
測しそれをマネジメントする必要がある．活動時点の
状態記述は，製造のロットをスコープとした場合には，
それを構成するタスクが活動単位となり，タスク単位
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の Point of Production の状態を複式の状態記述で把握
する．そこでは計画段階での，設計のための製造手配
書と一体化したタスク単位のデータコンテナの設計が
求められる．製造計画に対して実際の製造時のデータ
取得は，IoT を活用して，主にタスクを構成する作業
状態と作業状態間の遷移の時間計測を行うことで得ら
れる．実際の測定データからは，段取り替えのばらつ
き，ロボットのティーチング時間の振れ，物的資本サ
ービスである機械の稼働時間の振れなどが明らかにな
っている．我々の技術による IoT によるマイクロプロ
ジェクトのタスクの内部状態遷移の計測は，加工装置
の内部状態をタスクの状態遷移へとマッピングする技
術からなる．これにより後述するように，製造手配書
のレベルでの計画段階での投入産出時間を，実際の加
工タスクの計測と比較し，その差の原因を明らかにし
改善するというマイクロマネジメントが可能となる．
この技術は既に研究からビジネスの実装段階にはいっ
ており，幾つかの工場で POC は終了し，ロボットセル
に対するリアルタイムの機械稼働監視システムとして
外 販 さ れ て い る  <https://www.mitzba.co.jp/spn> 
(20220220Access) ． 

ここでは簡単な切削加工の例で，機械装置内部の状
態をタスクの内部状態遷移へとコンバートすることで，
タスクの投入産出の工程で何がわかるのかを示す． 

 

 

Fig.3: 切削加工装置の内部状態 

Fig. 3 は切削加工機の内部状態信号のデジタル表示
で，緑がオン，灰色がオフを表す．これを NCC から取
得して，加工のタスクとして意味のある状態へとマッ
ピングすることができる 8)10)．Fig. 4 はコンバートされ
たタスクの内部状態遷移である．緑が現在の状態を示
す．右下が概略の遷移図で，それを拡大して段取りを
打ち段取りと外段取りにわけで詳細を示したものが全
体図になる．この状態遷移はタスクの内部状態であり，
この中では様々な手戻りも想定されている． 

このタスクの内部状態が観測されることで，切削加
工タスクの投入産出を示す実物複式の生産時点データ
（計画）に対して，実際の投入における物的資本サー
ビスの時間を計測し，その落差を埋めるマネジメント
が可能となる．原価や生産性に大きく影響するのは，
この加工時間のブレであり，その原因を解明するため
には，このような状態遷移の測定が必要となる．Fig. 5
は我々が稼働カルテと呼んでいる，内部状態遷移の時
間軸表示である． 

 

 

Fig. 4: 切削加工タスクの内部状態遷移図 

 

Fig. 5: 稼働カルテ 

このマイクロプロジェクトのタスクの状態遷移やそ
の時間の把握という形での実行管理は，従来の生産管
理の中では事実上行われたこなかったマネジメントで
ある．実際に切削加工やロボットセルでこの稼働カル
テにより，想定しているよりはるかに大きなばらつき
があることが明らかになった． 

製造の現場で従来管理できなかった事柄が明らかに
なったことは，従来からの生産性のマネジメントに大
きな影響を与えるだろう．生産性に対して，マクロな
成長会計に基づいた従来の議論や，中小企業の生産性
に対する中途半端で実際の工場での生産性改善に役立
たない議論に代わって，マイクロプロジェクトでの具
体的な投入産出関係を検討することで，製造技術の革
新による生産性改善，人的・物的資本サービスの計画
時間と実際時間の落差の改善による生産性改善など要
因分解した分析が可能となる．IoT により取得したデ
ータから見えるのは，生産プロセスでのタスクの実行
時間のばらつきであり，その要因も我々の分析から明
らかになりつつある．そこでは人を含む生産システム
でのスキルの高度化を含む改善のためのフィードバッ
クがマイクロプロジェクトでのマネジメントの重要な
課題となる． 
マイクロプロジェクトとして把握される価値形成の

システム領域は製造だけではない．医療や介護の領域
では，マイクロプロジェクトに相当するものは，治療
や介護のクリニカルパスと呼ばれる．そこでは従来か
らレセプトデータや電子カルテの形でデータが収集さ
れ，利活用が様々に模索されている 12)．医療や介護は，
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Value in Use の領域であり，マイクロプロジェクトであ
るクリニカルパスの各タスクで生成されたサービスは，
保険点数と交換で，患者に対するサービスとなり，そ
の場で消費されるとみなされる．しかし，クリニカル
パスを構成するタスクごとの投入算出とサービスの利
用を，レセプトの点数を含め実物簿記で記述し，POE
データとして把握，記述，蓄積する試みはなされてい
ない． 

このように活動時点の複式状態記述を適切なマネジ
メントのスコープで集約することで，企業内部での生
産活動から，サプライチェーン，企業間連携，地域や
国レベルでの様々なマネジメントのためのシステム記
述が可能となる．ただしそのためにはマイクロプロジ
ェクトでの財の生産とそのトランザクションを通じて
の流通，あるいはマイクロプロジェクトでのサービス
の生産とその場での消費を POE データとして捕捉し
てそれに基づくマネジメントを行うというマネジメン
ト原理そのものの革新が必要となる． 

【非財務情報と環境・社会・ガバナンスのマネジメン

ト】 

今日着目されているマネジメントの革新に，非財務
情報の公開とその利活用がある．有価証券報告書や
CSR 報告書，統合報告書，ESG（環境・社会・ガバナ
ンス）情報など，いわゆる財務会計報告以外の非財務
情報について，その標準化と開示の義務化の流れが加
速している．非財務情報の開示内容については IFARS
財団が 2021 年 11 月に国際サステナビリティ基準審議
会（ISSB）の設立を公表，数年後には非財務情報国際
的な非財務情報の標準化と開示義務化の流れが想定さ
れる．だが ESG は，サステナビリティという新たな目
標を企業に課すことで，今後の企業組織は，少なくと
も短期的には相反する可能性のある，株主利益と ESG
の二つの目的に関するマネジメントを必要とする．そ
こでは ESG に関して，企業単位のマクロな情報や，
KPI の設定が議論されている．しかし必要とされるの
は，ESG（環境・社会・ガバナンス）に関する，活動
時点データとして測定された，状態変化と状態の記述
である．ESG の課題には，二酸化炭素の排出や廃棄物
管理，再生可能エネルギーや省エネなどの環境情報(E)，
人的資本に関する社会（S），様々なトランザクション
での不正の監査に関するガバナンス（G）があるが，こ
れら ESG に関する，非財務情報の課題は，実物複式
POE データに基づく状態と状態変化の記述から導出
することができる． 

環境に関する監査のために，今日環境会計や自然資本，
自然資本会計という概念が用いられることが多い< 
https://www.env.go.jp/policy/j-hiroba/H27_kankyo-
kaikei160218.pdf>< https://www.env.go.jp/policy/ha-
kusyo/zu/h26/html/hj14010304.html>(20220220Acess)．し
かし，その中身は，企業や国民経済計算でサテライト
勘定として別立てで扱われていた環境情報の扱いと本
質的に違いはない．これに対してバッズや二酸化炭素
排出などの情報を，拡張された製造手配書情報として
マイクロプロジェクトの投入産出関係の形で組み込む
ことができれば，製品ごと，ロットごとの排出物，廃

棄物の管理が原理的に可能となる．また現実的にも，
企業単位の環境データをサテライト勘定として，共通
の認識で積み上げる試行錯誤よりは，製造のマイクロ
プロジェクト単位で環境負荷の管理を行うことが，環
境や生産性のマネジメントのためには有効となる． 

前記の四つのタスクからなるプロジェクトで，タスク
B の銅の切削加工について，CO2 の排出と汚染水の
排出を考慮した実物複式の POE データは下記になる． 
         借方       ｜    貸方 

銅板切削加工仕掛品 １個｜銅材 8Kg 

銅くず  ２Kg        ｜切削加工人的資本サービス 0.2 時間 

 ｜切削加工物的資本サービス １時間 

 ｜Co2(バッズ：環境負債） １ Kg 

 ｜汚染水(バッズ：環境負債） 3 Kg 

このとき，汚染水や CO2 は，マイナスの価値を持つ
財であり，貸方に記入する必要がある．製造工程で，
バッズ(Bads)としての汚染物質は，負債項目に記載さ
れる特殊な財になるが，そもそもバッズの会計処理が
国内外の会計基準で標準化されていない．なおここで
銅くずは，有料で販売できるので，副産物扱いとなる．
このとき，この汚染水を外部業者に委託して１Kg の汚
染水を 10 円で処理を委託したとすれば，その取引は，
下記になる． 

         借方           ｜    貸方 

汚染水(バッズ：環境負債） 3 Kg ｜ 現金 30 円 

このような汚染物質の外部委託を行う場合には，その
トランザクションチェインを，インボイスにより最終
処理されるまで追跡する必要がある．最終処理で，汚
染水を無害な水に変化させるとすれば，それは一種の
生産（価値形成）のタスクとなる． 

これに対して，CO2 がその場で環境に排出される場
合は，異なる会計処理を行う必要がある．企業がその
活動で排出した CO2 は，活動の起点となるマイクロプ
ロジェクトとタスクを明示した上で，排出時点で自然
環境（地球）を主体とした取引が行われるとみなすこ
とができる．そこでは環境を取引相手として主体化す
ると同時に，排出した企業の側は，バッズとしての
CO2 を環境に対する環境毀損債務(CO2 債務)として計
上することで，環境に移転するという取引イベントを
企業が計上するという見方が必要となる．その際に排
出した企業側の実物複式データは次のようになる．  

         借方          ｜    貸方 

Co2(バッズ：環境負債） １ Kg  ｜ 環境毀損債務(CO2 債務) １ Kg 

これに対して，排出された環境の側も，複式実物簿
記のバランスシートを持ち，この取引で環境負荷とな
る Co2 を受け入れる代わりに，環境毀損債権(Co2 債
権)を取得したという記述ができる． 

         借方            ｜    貸方 

 環境毀損債権(CO2 債権) １ Kg ｜ Co2(バッズ：環境負債）１ Kg 

これにより，バッズとしての CO2 の環境排出が，環
境との債権・債務関係として記述され，その蓄積をど
のように解消するかというマネジメント上の課題が生
じることになる．この記述では，自然環境が主体化さ

- 34 -



れ，バッズとしての CO2 が環境に蓄積されるが，自然
環境それ自体が CO2 を固定化する機能があるため，そ
れを自然による価値形成活動と捉え，自然の側の環境
簿記に記載することができる．森林による CO2 除去を
森林を資本財とする生産のプロセスとして認識するこ
とで，自然に対する環境債務を植樹などの投資で相殺
するというマネジメントが見える化される．これは廃
棄物処理工場で設備投資することで廃棄物の無害化が
行われる生産と同型のバッズ処理の生産のマイクロプ
ロジェクトとみなせる． 

【プロファイリングと所要量推計】 

エネルギーや人的資本サービスの活動時点の複式実
物 POE データを用いることで，エネルギーサービスの
種類と量，労働のスキルの種類と量に関して，プロフ
ァイリングを行うことができる．これにより人的資本
のスキル別計測や，エネルギーの用途別利用の計測な
どの非財務的情報の抽出が可能となる． 

（１）労働のプロファイリングと所要量推計 

サービスや財の生産にどのようなスキルを持った人
材による人的資本サービスが必要かについて把握する
ことは働き方のみならず，産業構造を把握する上でも
必須である．現在の会計では労賃は商業簿記では下記
のように費用計上される． 

借方         貸方   
給料（費用）     現金 

他方で工業簿記では，労賃は，労務費は購入された
資産として計上され，その後製造間接費として，製品
の原価を求める為に配賦（振替）される．しかし単に
労務費という勘定科目からは，人的資本のスキル別の
必要量は把握できない．我々が提唱する生産の計画段
階でのマイクロプロジェクトとしての記述では，実物
簿記を用い，１）労働サービス（労務費）を時間単位
で購入した資産として記述する，２）その上で，労務
費を当該の生産タスクで必要とされるスキルを明示し
た資本サービスに振替える．３）スキル別の人的資本
サービスは，そのスキルを必要とするタスクの中で，
財やサービスの生産へ投入される，という三つのステ
ップがタスク単位で実物複式情報として記述される．
これによりタスクごとに，人的資本サービスの原価の
みならず，そのタスクでの生産に必要なスキルを把握
することが可能となる．さらに上記２）の当該タスク
での製造に必要なスキルを明示した人的資本サービス
への振替の時に，実際に投入される労働者のスキルツ
リーが別途管理されていれば，製造工程で必要とされ
るスキルと投入された従業員の持つスキルを比較し，
スキルの利活用に無駄がないかがわかる．現在の，労
働の低スキル化とマニュアル化の流れの中では，教育
で獲得したスキルツリーが生かせない状況が広くし出
現しており，これを測定し見える化することは人的資
本の計測の重要な課題となる． 

このようにマイクロプロジェクト単位で必要なスキ
ルの総量とその投入時間が推計され，さらに社内で生
産に必要なマイクロプロジェクトの総量が求められる
ならば，社内で必要とされるスキル別の人的資本サー

ビスの総量も推計できることになる．さらに，国単位
で産業構造を構成するマイクロプロジェクトの総体が
推計できるのであれば，そこで用いられているスキル
の総量も推計できることになる． 

（２）エネルギーのプロファイリングと所要量推計 

商業簿記では，購入した電力エネルギーは直接費用勘
定に仕分けされる 
借方             貸方 
電気代（費用）200 円     現金 200 円  

これに対して例えば電気ネルギーを 10Kwh 購入し，
これをエアコンという資本財に投入し，冷房サービス
が作り出し，それが消費（工場では投入）されると見
なすことができる．ただしここでは家計の耐久消費財
については，資本財としての減価償却費を考慮してい
ない．このとき電力は冷房サービスを生み出す投入と
して扱われ，電力がどのようなサービスを生み出した
かのプロファイリングが可能となる． 

借方           貸方 
（１）購入：電力 10Kwh       現金 300 円  
（２）生産：冷房サービス 10 時間 電力 10Kwh 
（３）冷房消費 10 時間 冷房サービス 10 時間  

実際のエネルギー利用状況で Point Of Energy Service 
Production & Consumption Event のデータとして補足あ
るいは機器の能力と使用時間などから推計できるよう
になれば，HEMS, BEMS, CEMS などのエネルギーマネ
ジメントシステムの枠組みに，エネルギー利用のサー
ビスプロファイリングが付け加わることになる．これ
により家計単位，地域単位，国単位でどのようなエネ
ルギーサービスが用いられているのかをリアルタイム
で補足することも，エネルギー統計の射程にはいる．
また例えば白熱電球から LED への変化のようなエネ
ルギーサービス機器の技術革新が同じサービス水準で
エネルギー利用をどう変化させるかなどのさまざまな
政策的な分析も容易となる．このようなエネルギープ
ロファイルングでは，家計でのサービス生産と自己消
費のマイクロプロジェクトを家計タイプ別に明らかに
する必要がある． 

 

５ トランザクションチェインでの POE データとマ

ネジメント 

取引の記述は，企業会計では，販売や購入の記録の
基本となる．金融商品を含め財の移動や，収益，損失
の発生は会計データとして記述される．しかしそれは
企業間のトランザクションとしてトレーサブルな形の
データとなっているわけではない．企業間の取引連鎖
それ自体がデータとして，物量と金額の両建てで記録
され，トレーサブルになることで組織間関係から国レ
ベルまで様々なマネジメントが可能となる．本稿では
課題の提示にとどめ，簡単な事例は次節で情報処理の
事例として論じる． 

サービスサイエンスでは，Value in Use と in Exchange
の区別が基本となる．マイクロプロジェクトによって
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生成される財には，ものとして交換され流通される財
と，その場でサービスとして消費される財がある．後
者の代表例は医療であり，医療のクリニカルパスでの
さまざまな治療や検査はサービスとして生成され，そ
れが保険点数で患者に販売され，投薬を除きその場で
消費される．他方で，物やエネルギーはサプライチェ
ーンを通じて原料や投資，最終消費の場へと流通する．
これを実物簿記で活動時点データとして集約すること
が求められる．これについては，インボイスが世界的
に電子的に流通するようになりつつある中で，それを
精度的にもシステム的にもどのように利活用できるか
が課題となる．インボイスのデータは実質的に実物簿
記でのトランザクションとメタデータでできているの
で，PEPPOL のデータ構造を組み替えることができる． 

その上で，トランザクションチェインから下記のよ
うなさまざまな監査を行うことが課題となる． 

１）商品の主体間での取引の連鎖に関する追跡可能性
の保証，２）取引情報の改竄がないこと（無改竄性）
の認証，３）取引が二重化されていないこと（唯一性）
の認証，４）取引のチェインに特定の主体が含まれる
かの認証（例：反社会あるいは機微管理），５）特定
の主体（開始ノード）から始められた取引であること
の認証や監査，６）取引のチェインの途中で組成の改
竄が行われていないかなどの監査 

これらの監査が，目的と権限に応じて可能となるよ
うな仕組みを実物簿記とメタデータからなるデータコ
ンテナの記録を基盤に実現することが課題となる． 

さらにその次のステップで，トランザクションチェ
インの情報と，財やサービスの生産のマイクロプロジ
ェクトの実物複式 POE 情報を統合することができれ
ば，国民経済計算で統計データから構築されていたコ
モディティーフローの計測を遥かに詳細で，時定数の
短い統計として再構築するという課題が生じる． 

 

６ 交換代数による複式状態の情報処理 

 活動時点で複式の状態を把握し，それをマネジメン
ト範囲とするシステム境界で集約して，様々なマネジ
メントに用いる，複式実物 POE データの利活用を実際
に可能とするためには，そのための理論モデルと情報
処理の仕組み，それに基づいた共通の社会インフラ構
築が必要となる．そこでは旧来のデータベース処理の
基本である ER 図でのデータ構造設計と手続き的なプ
ログラミングは時代遅れとなる．既に見てきたように，
多くの活動時点の状態把握は，複式の構造を持ち交換
代数でその中心部分は記述できる．したがってそこで
の情報処理は，交換代数の元に対する関数型のフィル
ターの連結によるデータフロー型の計算モデルによっ
て可能となる．さらに個々の関数の記述は，振替伝票
を宣言型のデータとした宣言型のプログラミングでそ
の多くが可能となる．本節ではその概要を述べる． 

【複式記述と付加情報をオブジェクトとして設計す

る】 

 ER 図によるデータ構造の設計と，手続き的なプロ
グラミングという古いパラダイムから脱却して，組織
のサブシステム，組織間関係，地域や国家などの様々
なスコープでマイクロな複式データを集約して，様々
な監査や指標や統計データの抽出などによるマネジメ
ントを可能とするためには，ロバストで組み替えの容
易な計算モデルが必要となる．代数型のデータに対す
る計算には，関数型の計算モデル適していることは古
くから知られている．ここでも我々は交換代数に対す
る関数型の計算（フィルター計算）を用いて，その連
結で様々な計算や監査や指数の抽出などを行う計算モ
デルを構築する．その際に幾つかの課題がある．その
一つが，活動時点情報の付加情報の扱いである．生産
や取引での状態変化を複式の交換代数で記述するとし
ても，その状態変化には，日付や取引であれば取引相
手の名称や住所など様々な付加情報が必要となる．こ
れは交換代数の複式の状態空間とは別の状態として保
持される必要がある．古くから簿記論の中でもこの種
の付加情報の扱いについては注目されていた．簿記の
計算では，付加情報は伝票から元帳への付加情報とし
て転記されるが計算されない情報として扱われている．
他方で状態変化のデータセットをある範囲で集約する
など利活用するときには，日付や取引先の名称，住所
などの情報は不可欠となる．従来の会計情報処理では，
この付加情報と複式の代数的な構造を持つ状態記述を
まとめて ER 図で構造化することによりアドホックで
汚いデータベースと，メンテナンスが大変で現場から
は構造が見えない情報システムを構築してきた．この
付加情報と複式の状態変化を記述する交換代数の情報
をパッキングすることで，必要に応じて付加情報から
検索や交換代数データの抽出を行い，それに対し様々
な演算を関数型で行うことができる．そのためには，
交換代数をクラスオブジェクトとすると同時に，付加
情報に対しても何らかの標準的なオブジェクト化が必
要となる．名前，住所，日付等ほとんどの付加情報は
キー・バリュー型の構造で示せるので，付加情報はキ
ーバリュー型の構造を抽象化した半代数構造として定
式化して，その計算（抽出やプロジェクションなど）
を扱うクラスが実装できればよい．この付加情報を記
述する半代数を便宜上データ代数と呼ぶ．この交換代
数とデータ代数をパックしたデータ構造は数式記述で
できるが，情報処理のためには，関数計算や抽出計算
を行うためのクラスの定式化と，外部とデータのやり
とりをするためのシリアライズの標準形が必要とされ
る．我々は既に交換代数とデータ代数を Java 上のクラ
スとして扱うための専用の言語 FALCON-SEED を開
発 し ， GitHub で 公 開 し て い る
<https://github.com/degulab/FALCON-SEED>．そのシリ
アライズには JSON 標準形を作ることが可能である．
これにより交換代数を扱うクラスを他の言語で実装し
ても，シリアライズしたデータからその言語のクラス
オブジェクトにデコードすることで，言語の壁を超え
た交換代数とデータ代数の情報処理が可能となる．そ
こで以下で付加情報のついた実物複式データの事例と，
組織内のバックオフィスサービスである受発注のマイ
クロプロジェクトのうち，見積りタスクのアウトプッ
トである見積書を取り上げる． 
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【見積書における付加情報と実物複式データの事例】 

ここでは先に述べた「筐体」の製造に対する見積書を
取り上げる．W13 という型番の筐体を５個で見積価格 
50000 円と消費税 10% で 5000 円の見積りを提示した
とする．見積書では，この見積り対象の数量と金額の
情報（以下見積りの本体）に加えで付加情報として，
①タイトル，②宛先，③通番と発行日付，④発行者と
押印，⑤挨拶文章，⑥有効期限，⑦支払条件，⑧納期，
⑨見積合計金額などが必要となる．見積りの本体は，
見積書では表の形で記載されることが多いが，それ自
体は複式のデータと見做されていない．これは同様の
本体構造を持つ，注文請書や納品・請求書でも同様で
ある．これは取引が発生したわけでも収益が実現した
わけでもない時点での情報だからである．契約は標準
的には，見積り後，発注があり，それに対して受諾の
発注請書が到達した時点で発生する．収益を売掛金と
して会計伝票として計上するのは，納品・請求書の発
送時点である．他方で見積書，注文請書，納品・請求
書で，筐体５つを販売したとしたら 500000 円請求す
るという実物記述の複式イベントを，想定される取引
を記述するものと見なすことは極めて自然である．見
積書の本体部分は下記の様に表現される． 

借方        貸方 
見積価格 500000 円｜ W13_筐体 ５個 
見積税額 50000 円 ｜ 仮受消費税 50000 円 

これに対し請求書の本体部分では，下記のように見積
価格の部分が請求価格に変化するだけである． 

借方        貸方 
請求価格 500000 円｜ W13_筐体 ５個 
請求税額 50000 円 ｜ 仮受消費税 50000 円 

従って，請求書の本体の複式データに対して，振替伝
票として，下記を生成し，これを請求書に足し残高を
計算することで，財務会計のための売掛金処理の POE
データが生成される． 
売掛金 500000 円｜請求価格 500000 円 
売掛金  50000 円｜請求税額 500000 円 
W13_筐体  ５個 ｜W13_筐体 500000 円 

交換代数では，この請求書の本体は，x= 5^<W13_筐体,
個> + 500000<請求価格, 円> + 5000<借受消費税, 円>  
+ 5000<請求税額, 円>，振替伝票は，y1=500000<売掛
金, 円> + 500000^<請求価格, 円> + 50000<売掛金, 円> 
+ 5000^<請求税額, 円>と，実物単位を価格評価に振り
替える y2 = 5<W13_筐体,個> +500000^<W13_筐体,円>
となり，ここから金銭評価の売掛伝票 z = ˜{x + y1 + 
y2}= ˜ { 5^<W13_筐体,個> + 500000<請求価格, 円> + 
5000<借受消費税 , 円>  + 5000<請求税額 , 円> + 
500000<売掛金 , 円> + 500000^<請求価格 , 円> + 
50000<売掛金, 円> + 5000^<請求税額, 円> + 5<W13_
筐体,個> +500000^<W13_筐体,円> } 

=500000^<W13_筐体,円> + 5000<借受消費税, 円> + 
500000<売掛金, 円> + 50000<売掛金, 円> が得られる．
このように，見積書から，納品・請求書に至るまで実
物複式のデータが変換されながら用いられ，最後の収
益の実現ポイントで，財務会計の売掛伝票へと振り返

られる．これら一連のビジネスプロセスでは，本体部
分に複式の POE データが，見積もりという想定取引段
階，発注請書の契約取引段階，請求書での収益実現段
階に応じて，付加情報のメタデータを変えつつ処理さ
れる．また見積もり段階では，製造計画の実物複式
POE データから，41500 円のプロジェクト原価が算出
され，それに対応するバックオフィスプロセス（マイ
クロプロジェクト）の原価やその他の間接費，利益を
加味して 1 個 100000 円の価格が見積もられる． 

これら一連のプロセスでは，代数的仕様記述により，
付加情報のメタデータをデータ代数で，本体部分を交
換代数で表現できる．見積書のメタデータ部分は例え
ば次の様になる． 

Title:見積書，宛先住所:千葉県市川市，宛先名称:出口弘，

連番:3256，発行日付: 20220427，発行者: CUC 商事，挨

拶: 下記の通り見積もり致します，有効期限: 20220505，

支払条件: 納品後月末締め翌月末一括現金振込，納期: 

正式受注後２週間，見積合計金額: 550000 円 

これはデータ代数で次の様に表現される． 

MetaData=見積書<Title, literal>＋千葉県市川市<宛先

住所, literal>＋出口弘<宛先名称, literal>＋3256<連番, 

Int, PKey>＋20220427<日付, Int>＋CUC 商事<発行者, 

literal>＋下記の通り見積もり致します<挨拶, literal>＋

20220505<有効期限, Int>＋納品後月末締め翌月末一括

現金振込<支払条件, literal>＋正式受注後２週間<納期, 

literal>＋550000<見積合計金額, Int> 

見積もり本体は，交換代数で下記の様に表現される． 

Estimate= x= 5^<W13_筐体,個> + 500000<見積価格, 円

> + 5000<借受消費税, 円>  + 5000<見積税額, 円> 

Transfer=5<W13_筐体,個> +500000^<W13_筐体,円> 

数量から価格への振替伝票はメタデータに価格表を用
意し，そこから都度計算することでも得られる． 

メタデータとしてのデータ代数と見積本体の交換代
数と，数量から価格への振替の交換代数を含む，見積
書類は，これらのデータの順序対  

Estimate_Doc=(MetaData, Estimate, Transfer)で表現さ
れ，これが代数的な見積書の定式化となる．ここでは，
見積書類に価格と実物単位の振替伝票も含めているが，
これは価格と実物単位の対応情報が追加のメタデータ
としてデータ代数で次の様に与えられていれば，そこ
から価格への振替伝票に当たる交換代数を構成するこ
ともできる．PriceData=筐体<名称, literal> + 個<実物単
位, literal> + 100000<単価, Int>．その場合，見積書類は，
Estimate_Doc=(MetaData, PriceData, Estimate)で表現す
ることもできる． 
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このような各種付加情報を含む複式データの間の変
換や，その集合からの抽出操作などは，この代数的な
定式化による仕様記述が可能となる．例えば，見積書
から注文請書，請求書への変換は，実質的に修正がな
ければ，メタデータ部分を差し替えるだけで生成でき
る．請求書を売掛金処理する変換は既に述べた． 

今後，電子インボイス（請求書）のデータウェアハウ
スが社会的インフラとして構築され，そこで何らかの
監査を行なったり，統計データを抽出するためには，
一定の条件を満たすインボイスを抽出することが必要
となる．Invoice_Doc_Set でインボイスの集合を表し，
インボイスの満たすべき条件をデータ代数と交換代数
に対する述語 P で示すならば，抽出データは， 

Extracted_Data = {x | x∈Invoice_Doc_Set, P(x) } 

と形式的に仕様記述できる．このようにメタデータと
実物複式データおよび価格データの集合としてのデー
タコンテナを定義できれば，そこからの様々な計算は
数理的に仕様記述が可能となる． 

以下で，エネルギーインボイスを例として，簡単な
サプライチェーン監査のための計算を仕様記述する例
を示す．今日の，VPP(Virtual PowerPlant)ビジネスでは，
風力発電による電力，太陽光発電による電力，地熱発
電による電力，大手電力会社の系統電力など，様々な
エネルギーの組成が混交して扱われる．しかしエネル
ギーそのものからはその組成が問えない以上，エネル
ギーインボイスを用いて，販売されたエネルギーが正
しい組成なのかについての監査が課題とならざるを得
ない． 

そこで例えば，エネルギーの組成を表現するために，
勘定科目（交換代数の基底）として{ <Solar_E, kwh>, 
<Wind_E, kwh>, <Geothermal _E, kwh>, <Coal_E, kwh>, 
<Oil_E, kwh>, <Gas_E, kwh>, <Atomic_E, kwh>}のよう
な組成別のエネルギーを区別する．組成別エネルギー
購入取引の例として次の様な消費税や項目を省いて単
純化されたインボイスを考える． 

発電事業者１の VPP 業者１への太陽光エネルギー販

売のインボイスのデータコンテナ C１＝{M1, X1} 

M1=発電業者１<売手, literal>+VPP 業者１<買手, lit-

eral>，X1 = 10^<Solar_E, kwh> + 300<請求金額, 円> 

VPP 業者１の家計１への太陽光エネルギー販売のイ

ンボイスのデータコンテナ C2={M2, X2} 

M2=VPP 業者１<売手, literal>+家計１<買手, literal> 

X2 = 10^<Solar_E, kwh> + 400<請求金額, 円> 

VPP の太陽光エネルギーの購入と販売に関する組成
監査は，VPP が買手の全ての太陽光エネルギーの購入
のインボイスと，VPP が売手の全ての太陽光エネルギ
ーのインボイスを集め，太陽光エネルギーについて，
購入と販売の相殺が成り立つかを監査することになる． 

Selected_Buy={ C | C ∈ C_Set, C=(M, X), Projec-

tion_Value[<買手, literal>]（M）=VPP 業者１ } 

Selected_Sell={ C | C ∈ C_Set, C=(M, X), Projec-

tion_Value[<売手, literal>]（M）=VPP 業者１ } 

Buy_Solar_E={ Z | C∈Selected_Buy, C=(M, X), Z=^Y, 

Y=Projection[<Solar_E, kwh>](X) } 

Sell_Solar_E={ Y | C∈Selected１, C=(M, X), Y=Projec-

tion[<Solar_E, kwh>](X) } 

W=SUM(Buy_Solar_E)+SUM(Sell_Solar_E) これは，
VPP業者が購入した太陽光エネルギーの交換代数と販
売した太陽光エネルギーの交換代数を全て足したもの
となる．もし˜W=0 となれば，購入と販売は相殺され
ていることになるが，０にならず＾のついた販売が過
剰の場合は，組成不正があったことになる． 

同様の監査は，産地偽装など様々なケースで導入可
能である．これらサプライチェーン上での監査は，実
物簿記であるが故に，相殺による不突合が検出できる
ことに注意したい．金銭価値でエネルギーや品物の流
通を追跡しても，中途での流通付加価値が生じること
で，金銭評価での突合は意味をなさなくなる．逆に，
サプライチェーン上でのコモディティフローの計測で
は，この価値の湧き出しを統計的に捕捉する必要がる． 

国民経済計算のコモディティフロー法では，コモ８
桁 (平成 12 年基準) で 2126（屑・副産物を含む）の
商品分類ごとに，流通の各段階で商品の需要先別の比
率を「配分比率」として捉え，それに各段階でのマー
ジ ン額や運賃を，マージン率，運賃率を産業連環分析
をもとに産出し，それぞれの段階での付加価値形成を
産出している．< https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/ref-
erence1/h12/pdf/chap_2.pdf >(20220222Acess)．この生産
側からの物的接近法は，コモ６桁で 372 品目，最終的
にアグリゲートされると２２品目まで集約される． 

トランザクションチェイン上での流通経費（運賃）
のインボイスも含む形で，実物複式 POE データのデー
タコンテナを集積した，インボイスのデータウェアハ
ウスを構築することができるのであれば，原理的には
コモディティフローのコモ８桁以上の精度での認識が
可能である．これに加え主要産業の製造に関するマイ
クロプロジェクトを集積分析することができれば，マ
イクロな生産関数と，産業連環のネットワーク解析が
可能となる．産業連環分析のマトリックス形式はこの
製造と流通のネットワークをマトリクス形式にたたみ
込んだ構造とみなされる．このような POE データの取
得と利用が可能となれば，「工業統計表」等の生産統
計から，各商品の生産額あるいは出荷額を把握して，
さらに「通関統計」から求められる輸出入による調整
を加えることで，コモ８桁，あるいは６桁の粒度で分
類された商品の国内総供給を得る，現在のコモディテ
ィフロー法に対応するデータがさらに詳細な粒度でか
つ短い時定数で直接測定することが可能となる．だが
そのためには個票利活用に関するセキュリティ上の課
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題がある．これについては７節で述べる． 

【関数型計算を振替変換という宣言型のプログラミ

ングで実装する】 

 交換代数及びデータ代数の情報処理でのもう一つの
課題が，関数型の計算のアルゴリズムの実装方法であ
る．ER 図に基づくデータ構造に基づく手続き型の計
算モデルでは，実際の状態変化をマネージする現場か
らは，どのような計算を行っているかは見えないブラ
ックボックスとなる．マネジメントのスコープを，金
銭単位で企業単位にとる情報処理では，データが発生
し，それを把握・利活用するためのマイクロな「意味」
を理解している現場にとっては，情報処理がブラック
ボックスであるという大問題がある．現場がマニュア
ル通りに作業をすることだけが求められ，作業の意味
を理解しスキルアップすることが求められない労働モ
デルであれば情報処理が現場と解離した設計がなされ
ていても問題はないかもしれない．実際にシーメンス
が MindSphere で想定している工場はそのようなトッ
プ ダ ウ ン の ビ ジ ョ ン に 基 づ い て い る
<https://siemens.mindsphere.io/en>(20220220Access)．し
かし我々は，活動時点情報に基づいたマイクロデータ
を局所的なマネジメントにも活かすことで，組み替え
が容易で，変化にロバストに対応できる．結果として
様々な財やサービスを産み出す能力を持った生産シス
テムを構想している．実際に，日本の多品種小ロット
生産の現場では，頻繁なラインの組み替えがあり現場
は常に改善を繰り返している．それに対して情報シス
テムの設計と実装が追随できないが故に工場の DX が
進まないという現状がある． 

 現場で理解できる複式データの典型的な扱いに，「振
り替え」計算がある．これは「対象となる複式データ
に振替伝票という形で振替情報の複式データを足して
残高を取る」という計算であり，簿記の計算として，
極めて一般的な計算方法として知られている．実際，
簿記の計算の大部分はこの振替計算で実行できる．そ
の際に用いられる振替伝票の中に，実際に何を計算す
るかという内容が含まれている．例えば実物記述を金
銭記述に変換するには，実物単位の財やサービスの価
格に基づいた振替伝票を作成し，それを加えて残高を
取ることで変換計算は行われる．これはプログラミン
グの世界で宣言型プログラミング(Declarative program-
ming)と呼ばれる方法に対応する．宣言型のプログラミ
ングは関数計算と相性がいいことが知られているが，
交換代数の計算では，振替伝票がどのような処理をす
るかの意味を表現する宣言型のデータであり，それ自
体が複式のデータとなっている．この振替伝票を生成
するためには，個々のデータ処理の局面でその関数型
のフィルター計算の意味を理解している必要がある．
この振替による宣言型の計算により，交換代数の関数
計算の多くの部分が実装できる．結果として関数型の
フィルター計算の連鎖として実行される情報処理では，
データフローの経路を組み替えることに対してロバス
トな情報システムが容易に設計・実装できる． 

既に論じてきた数理的なデータコンテナの仕様記述
を実際の情報処理として実装するためには，数理的に

定式化されたデータコンテナに対して，交換代数とデ
ータ代数のオブジェクトからなるデータ構造を定義し
て，その上の抽出述語や関数の情報処理を定義する必
要がある．そのために，交換代数とデータ代数を Java
上のクラスとして扱うための専用のフレームワークで
ある FALCON-SEED が開発され GitHub 上で公開され
ていることは既に述べた．この FALCON-SEED 上の
AADL言語によりこれらの抽出述語や関数の定式化は
記述できる．これによりデータコンテナに対する，関
数型の処理に基づくデータフロー型の情報処理が可能
となる．データフロー型の情報処理は，マイクロサー
ビス化することができ，情報システムの組み替えをロ
バストに行うことができる．ER 図に基づいたデータ
ベース処理が，手続型で，使用記述も代数的に行うこ
とができず，さらに実務面では，追加データにより汚
いデータベースへと容易に変化し，ビジネスプロセス
の変化に対応した改変が難しいのに対し，ビジネスプ
ロセスに応じたデータコンテナの変換を仕様記述から
実装まで一貫して行えることで，オフィスから工場，
さらにサプライチェーン上での様々な実物複式の
POE データの情報処理が明晰になる．ただしネットワ
ーク上で，このデータコンテナをやりとりし，異なっ
た処理系の上でも同一の代数的仕様記述に基づく操作
を可能とするためには，交換代数とデータ代数を含む，
複式実物の POE 情報のシリアライズが必要となる．そ
のためには，データ代数と交換代数を含むデータコン
テナの JSON 標準形を定義すれば良い．これにより
REST 対応で，例えば Django フレームワークで，デー
タコンテナに対する情報処理を行えば，クラウド上で
の複式実物 POE データのデータ処理が容易に実装可
能となる．また REST 対応でシリアライズされたデー
タの転送が可能であれば，X-Road のセキュリティサー
バ経由で，データの漏洩リスクを最小にした上で，膨
大な POE データの組織透過的で，国家透過的な監査や
統計抽出などのセキュアな利活用が可能となる． 

ここでは，見積書類の Estimate_Doc=(MetaData, Esti-
mate, Transfer)に対して，その JSON 標準形の例を示す． 

{"MetaData": [{"Title": "見積書"}, {"宛先": {"住所":"

千葉県市川市", "名称":"出口弘"}}, {"連番":3256} ,{"発

行日付": 20210427},{"発行者": "CUC 商事"},{"挨拶": "

下記の通り見積もり致します "},{" 有効期限 ": 

"20210505"}, {"支払条件": "納品後月末締め翌月末一括

現金振込"},{"納期": "正式受注後２週間"}, {"見積合計

金額": 550000}] ,  

"Details":{"Exalge": [{"Value": 5, "HAT":true,"Ac-

count": "W13_筐体",  "Unit": "個"}, {"Value": 500000, 

"HAT":false,"Account": "見積価格",  "Unit": "円"}], 

"Exalge": [{"Value": 50000, "HAT":false,"Account": 借

受 消 費 税 ",  "Unit": " 円 "}, {"Value": 50000, 

"HAT":false,"Account": "見積税額",  "Unit": "円"}]}, 
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"Transfer":{"Exalge": [{"Value": 5, "HAT":false,"Ac-

count": "W13_筐体",  "Unit": "個"}, {"Value": 500000, 

"HAT":true,"Account": "W13_筐体",  "Unit": "円"}]} } 

 
７ 活動時点複式状態把握とその情報処理の射
程と社会的インフラ構築 

本稿で扱った，活動時点での複式状態把握とその情
報処理のスコープには，企業のロット単位での生産管
理や，ロット単位でのサービスの生産管理，サプライ
チェーン上での二酸化炭素や廃棄物の排出量管理，組
成の異なるエネルギーの流通での正当性の管理，家計
や企業，地域，国家などそれぞれのスコープでのエネ
ルギーの利活用管理，取引単位での測定に基づくコモ
ディティーフローの計測と国民経済計算への利活用，
など企業のサブシステムから企業間関係，国家単位ま
で様々なスコープで，活動時点データを集約すること
で，それぞれの目的に応じたマネジメントが可能とな
る． 

しかし組織の壁を越えた様々なマイクロデータの集
積の実現と利活用のためには三つの大きな課題がある．
一つはセキュアな，例えば X-Road のようなインフラ
の構築である<https://x-road.global>(20220222 Acess)．だ
が X―Road のようなインターネット上でのセキュア
なサーバ間連携の基盤インフラと，その上のデータウ
ェアハウスの構築に関しては，その構築に投資する主
体はどこかという課題がある．第二は，その上で個票
としての様々な実物複式 POE データを集積するデー
タコンテナに対して，個票の秘密を維持したまま，如
何に監査や統計計算を行うかという課題である．第三
の課題は，個票を蓄積する秘匿性の高いデータウェア
ハウスに対して，そこでの組織や個人のデータへのア
クセス（トレース行為）そのものを確実にトレースし
て， ID を特定し開示する仕組み作りである< 
http://www.soumu.go.jp/main_so-
siki/singi/toukei/2008wg/wg4/wg4_11/siryou_3.pdf 
>(20220222 Acess)． 

 マイクロデータを利活用するためには，それが電子
インボイスや，レセプトデータを含む多様な個票の扱
いを必要とするため，従来の枠組みを超えたセキュリ
ティに関する根本的なアーキテクチャを必要とする．
その基本的な原理として「特定の個人や組織に関する
トレーサブルなデータへアクセスする行為そのものを
記録として管理しそれをトレーサブルにするというダ
ブルトレーサビリティ原理が提案されている 3) 4)．これ
を実現するには，一定以上の秘匿性を持つ個票サーバ
へのアクセスを，X-road のようにセキュリティサーバ
を経由してマイナンバーのような個人 ID でアクセス
し，全てのアクセスログを独立管理し，個票データを
トレースした ID をトレースできるようにする必要が
ある．このような基盤インフラが社会の共通インフラ
となり，その上に，個人や組織の秘匿個票にアクセス
があればその ID を通知するシステムや，統計的な利
用に関して，統計計算を秘匿して行う統計計算サーバ

などの実装求められる． 

この三つの条件が満たされなければ，膨大な POE デ
ータは，個人の行動にインセンティブや圧力により干
渉し変容させるツールに用いられるリスクが高い．既
に個人への干渉は独裁国家で思想や行動への道具とし
て用いられているだけではない．民主主義国家でも選
挙の結果を数%程度ずらすことを，ケンブリッジ・ア
ナリティカがフェイスプッくの５０００万人分のデー
タを用いて選挙戦へと干渉したことで，そのリスクが
示 さ れ て い る  <https://www.huffing-
tonpost.jp/2018/03/19/facebook_a_23390009/> 
(20220222Acess)． 

物の生産と流通のサプライチェーン，サービスの生
産と消費の全域に渡る，実物複式 POE データが利用可
能となることで，我々の社会経済システムに関するマ
ネジメントの質は大きく変化する． 長期的には，家
計の消費そのものを，様々な生活サービス（衣食住等
の諸サービス）を産出する家計内のマイクロプロジェ
クトによって作られたサービスとその自己消費として
認識する必要がある．その上で，この家計の生活サー
ビスの原料購入や，物的資本サービス（冷蔵庫は家事
でのフリージングサービスのための物的資本サービス
を提供する等）のための資本財（家電や住宅など）の
購入が製造から流通に至るトランザクションチェイン
の末端で結びつけられる．さらに人的資本サービスの
提供と交換で得られる家計収入がその購入と結び付け
られることで，生産と消費の成長するダイナミックな
ネットワークとしての全体像がマイクロな複式の価値
形成と交換のプロセスの中で把握可能となる．このネ
ットワークを制御し，高いスキルの人的資本サービス
と高度な物的資本サービスのもとで人々の生活を豊か
に維持することのできる価値形成と循環のネットワー
クを成長させつつ制御することが我々の社会経済シス
テムの政策マネジメントのための最大の課題となる．
現在の経済統計では，そのような価値形成と交換・消
費・配分・投資の動的な循環ネットワークの構造を，
産業連関表や，コモディティフローの調査，工業統計
調査などを通じて，その大雑把な輪郭を掴んでいるに
過ぎない．またフォン・ノイマンに始まる成長可能フ
ロンティアに対するターンパイク経路の分析は，高々
投資と消費の配分の中での成長可能フロンティアの経
路最適化を行なっているにすぎない．そこでは，労働
サイドのスキルに応じた労働のスキル別所要量推計は
ない．また生産やサービスのマイクロプロジェクトを
国全体で集約して，そこからどのようなスキルの人的
資本サービスが今現在の産業構造の下で投入されてい
るかを示し，さらに今後想定される産業構造ではスキ
ル別の人的資本サービスがどのように変化するかに関
するスキル別の人的資本サービスの必要供給量推計が
行われる必要がある．今現在労働のプラットフォーマ
リゼーションで生じつつある，ギグワークや，労働の
マニュアル化による低スキル労働の増大が，どのよう
な人的資本のスキル構成を社会にもたらし，それがス
キルと収入のアンダークラスを生み出し，それが中間
所得と中間スキルの集団を解体させるリスクについて，
統計的にも，経済の成長シナリオとしても検証する必
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要がある．そのためには，財やサービスの生産のマイ
クロプロジェクトを総量として把握し，そこでのスキ
ルセットを把握することが必要となる．結果的に教育
が供給するスキルよりも低いスキルをプラットフォー
マリゼーション産業が求め，低い収入と低いスキルの
アンダークラス集団が広がっていくという経済成長の
シナリオが，流通領域のみならず，製造領域も含め広
範に進行するのであれば，見かけの生産性の上昇にも
かかわらず，社会は成長の隘路に陥り，スキルと収入
の二重のデバイドが社会に生じ，それが民主主義社会
の存続そのものを脅かしかねない．これとは異なり，
多様で高いスキルを持ちそのスキルをライフタイムで
向上させることができる集団が中間層として形成され，
その層が十分な消費力を持つだけの収入がそのスキル
が活かされることで得られ，その消費と対応するよう
な多様な財とサービスを生み出すというビジョンを対
抗シナリオとして打ち出すためには，マイクロデータ
に基づいた人的資本に関する新しい統計とそれに基づ
いたマイクロな成長モデルが必要となる． 

最終需要サイドでは，家族構成や収入に応じ，どの
ような居住・服飾・遊び・調理・空調・掃除・洗濯等々
の消費サービスが家計のマイクロプロジェクを通じて
供給され自己消費されるかの需要量が家計内の消費サ
ービスのマイクロプロジェクトを根拠として推計され
る必要がある．消費サービスの総需要量と，財とサー
ビスの生産，消費，流通，投資と労働のスキル別の供
給と所得の分配が，動的ネットワークとして記述され
制御されることが求められる．だが２１世紀の社会経
済システムの現状はそれとは程遠い位置にある．現在
の社会は，様々な価値形成活動が可能とする財やサー
ビスの生産と流通，消費の活動からなる動的なネット
ワークが潜在的に到達可能な価値形成とその投資，消
費のありようよりもはるかに低い地点で循環している
ように見える．低スキル労働による生産性上昇を求め
る労働のプラットフォーマリゼーションは，低スキル
労働とアンダークラスの増大を招き，中産階級の没落
の可能性さえ見えている．このままではプランテーシ
ョン経済の下で中産階級が形成されず，成長できなか
ったかつての南米などの経済と同型の隘路に陥りかね
ない．この隘路を脱出して豊かな財やサービスの生産
と消費のネットワークを生成しそれを動的に維持し制
御するための枠組みの構築が求められる． 

同時に，我々の社会が開かれた民主主義社会として
生き延びていくためには，個人のデータを管理しそれ
により間接的に個人の行動に影響を及ぼすシステムと
その試み自体が，透明に見える化され抑制される必要
がある．この条件を満たす社会インフラを構築するこ
とができた社会が，次の時代に，マイクロで時定数の
短い膨大な活動時点データを利活用することで，個人
や組織の多様な創造性を最大限に活かす社会を構築す
るための必要条件を満たすことになる． 
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